
随意契約（プロポーザル等を除く）一覧表（健康福祉局分）（令和8年8月分） 別紙３ 

№ 担当課
問合せ先
（直通）

業務名 契約業者名
契約金額

（税込）（円）
契約日 随意契約の理由及び根拠法令

随意契約の
種別

備考

1
生活援護
管理課

228-7412
中国残留邦人等支援給付システ
ム移行改修業務

北日本コンピューター
サービス株式会社

8,808,800 R8.8.7

　本業務は、既存システムのバージョンにかかる保守サポートの終了に伴い、中国残留法人等支援
給付システム（以下「本システム」という。）の既存システムの開発環境および帳票ツールの移行・改
修を行うものである。
　本業務を適正に履行するためには、新環境へ移行するため、プロジェクト変換、プログラムの互換
性対応、データベース接続再構成および画面レイアウト調整等の作業のほか、新たに作成した帳票
ツールを既存システムへ組み込む作業を行う必要があり、当該システムの設計内容、構成およびプ
ログラム仕様を熟知していなければならないことから、本システムの開発および保守業者以外の者に
よる適正な履行は見込めず、契約の目的及び性質が競争入札に適さない。仮に当該システムに係る
詳細な知識等を有しない者が本業務を履行すると、設定誤りや漏れ等により重大なシステム障害を
発生させる恐れがあり、その場合、本システムのデータが参照できないなど、中国残留邦人等支援
給付業務が遅滞し、市民生活に支障をきたす恐れがある。
　以上のことより、本業務を適正に履行できる者は、本システムを開発した北日本コンピューターサー
ビス株式会社以外に無いため、当該業者への随意契約を行うものである。
（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号、堺市契約規則第１２条第１項１号）

1者随契

2
医療年金
課

228-7375
保険年金事務電算システム改修
業務（eLTAX対応）

株式会社日立製作所関
西支社

2,079,000 R8.8.3

　本業務は、eL-QR（地方税統一 QR コード）を活用した国民健康保険料の納付が可能となるよう、
保険年金事務電算システム（以下、「現システム」という。）からQRコードが出力できる設定（eL－TAX
機能)を行うものである。
　本業務を適正に履行するためには、現システム全体の構成の把握、パッケージ資産の正確な内容
把握、テスト内容、今回の作業が与える影響範囲の抽出、今回の作業にあたっての詳細な手順や設
定など、現システムにかかる詳細な知識や技術が不可欠であるため、現システムを構築した者以外
のものによる適正な履行は見込めず、契約の性質及び目的が競争入札に適しない。
　仮に、現システムにかかる詳細な知識等を有しない者が本業務を履行すると、必要なデータの抽出
漏れやシステム設定の誤りや漏れ、作業工数の増加等が生じる恐れがあり、また、処理の誤りが発
生した場合、各業務の遅延、窓口対応の停滞等が発生し、国民健康保険制度に係る市民サービス
に重大な影響を及ぼす恐れがある。
　（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

3
医療年金
課

228-7375
堺市医療助成システム改修業務
（医療助成標準インターフェイス
等対応）

株式会社日立製作所関
西支社

15,132,150 R8.8.7

　本業務は、医療助成システム（以下、システムという。）の端末への税取込における改修であり、業
務システムの詳細な設定やデータベースの構成等のシステム全体構成の把握、作業にあたっての
詳細な手順や設定など、当該システムにかかる詳細な知識や技術が不可欠であるため、当該システ
ムを構築した者以外のものによる適正な履行は見込めず、契約の性質及び目的が競争入札に適し
ない。
　仮に当該システムにかかる詳細な知識等を有しない者が本業務を履行すると、システム設定の誤
りや漏れによるシステム異常が生じることにより、各業務の遅延、窓口対応の停滞等が発生し、各区
保険年金課での窓口業務に係る市民サービスに重大な影響を及ぼす恐れがある。
　（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

4
医療年金
課

228-7375
保険年金事務電算システム端末
更新対応業務

株式会社日立製作所関
西支社

5,182,650 R8.8.27

　本業務は、保険年金事務電算システム及び医療助成システム（以下、システムという。）の端末の
入替を行うことに伴い、セットアップ等の設定を行うものであり、業務システムの詳細な設定やデータ
ベースの構成等のシステム全体構成の把握、作業にあたっての詳細な手順や設定など、当該システ
ムにかかる詳細な知識や技術が不可欠であるため、当該システムを構築した者以外のものによる適
正な履行は見込めず、契約の性質及び目的が競争入札に適しない。
　仮に当該システムにかかる詳細な知識等を有しない者が本業務を履行すると、システム設定の誤
りや漏れによるシステム異常が生じることにより、各業務の遅延、窓口対応の停滞等が発生し、各区
保険年金課での窓口業務に係る市民サービスに重大な影響を及ぼす恐れがある。
　（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

5


